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輸出滞船料の削減
【当社紹介】 日本製鉄グループ

総合力世界No.1の鉄鋼メーカーへ

国内製造拠点：13地区

粗鋼生産量：約4400万ｔ/年

（2025年11月現在）

当社資料：「名古屋製鉄所パンフレット」より抜粋

東海市

中部地区で唯一、鉄鉱石から鉄板、鋼管まで
加工する銑鋼一貫製鉄所

【製造工程と製品構成】
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【職場紹介①】 物流室概要
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みなさんこんにちは。日本製鉄株式会社名古屋製鉄所 半チャーハン大盛

サークルリーダー髙田です。テーマ：輸出船の滞船料削減

よろしくお願いいたします。

日本製鉄は、組織統合・再編成を実施し、2025年4月より7製鉄所体制となっ

ています。国内の粗鋼生産能力は年間約4,400万トンです。その中で名古屋製

鉄所は愛知県東海市に位置し、中部地区で唯一、鉄鉱石から鉄板、鋼管まで

加工する銑鋼一貫製鉄所となっています。

鉄鉱石と石炭を原料として、高炉、転炉、連続鋳造と工程が進み、圧延・熱

処理を経て、鉄鋼製品として出荷されていきます。

製造された製品は、陸送または海送により出荷されます。

私たちの職場では、このうち海送出荷を担当しており、内航船と輸出船の

出荷計画および船積みスケジュールを作成しています。

今回の活動では、輸出船に着目し、改善活動に取り組みました。
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【テーマ選定】

報告会 月次滞船費用

【現状把握①-1】 船の借用期間

④滞船料金

滞船料金

借用期間は、品種と出荷トン数で決まる

【現状把握①-2】 滞船料とは？

1日目 ２日目 ３日目 ４日目 ・・・10日目５日目

配
船
要
求
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用
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役
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了

滞船料金
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早出し料金
(報奨金)

【例】 冷メコイル6000t出荷の場合

3日間が船の借用期間

【現状把握②】 輸出出荷業務 【現状把握③】 滞船時間

2023年 要因別滞船時間
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次にテーマ選定についてです。

私たちの職場では、毎月の報告会において滞船費用が大きな問題と

なっており、月平均で約2,000万円の滞船費用が発生しています。

天候などの外部要因は私たちではコントロールできませんが、出荷能

率を向上させることで滞船時間を短縮し、滞船費用の削減につながる

と考えました。

次に現状把握として、滞船料が発生する仕組みについて説明します。

船の借用期間は、品種ごとに定められた基準荷役量と出荷トン数に

よって決まります。

冷メコイルは1日あたり2,000トン、黒皮コイルは3,500トンが基準荷役

量となっています。

この能力で荷役したと仮定した日数が船の借用期間となります。

例えば、冷メコイルを6,000トン出荷する場合、借用期間は3日となり

ます。

借用期間内に荷役を完了できれば早出し料金、借用期間を超過すると

滞船料金が発生します。

続いて、輸出出荷業務の流れについて説明します。

1船あたりの出荷スケジュールは、製品の材〆後に出荷命令が発行され、

通関を経て荷役を実施します。そのため、通常は出荷命令後から先行

作業を行います。

また、私たちの職場では荷役遅延を防ぐため、材〆後から出荷命令ま

での期間も未命令先行を実施し、先行期間を確保しています。

ここで言う先行作業とは、岸壁クレーンと製品倉庫の出庫能力差約3倍

を補うため、出荷品を事前にパレットへ積み付け、中継倉庫へ移動・

保管する運用です。

しかし、このような運用を実施しているにもかかわらず、2023年

の滞船時間は約6,000時間となっていました。

そこで、滞船時間の発生要因について調査しました。

その結果、玉突きが最も多く、次いで入港遅れ、悪天候、手配切り

となっていました。
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【職場紹介①】 物流室概要/海送出荷業務

海送出荷業務は、物流計画が月間計画を作成し、それを基に管制が翌日

の作業計画表を作成します。船の動静や天候に合わせて24時間体制で調

整・管理し、荷役会社へ手配を依頼し、荷役を実施します。



【要因解析②-1】 外部要因による滞船

【目標設定】 目標設定

設定根拠

目標 滞船時間20％削減

玉突き・手配切り時間を50%に削減する
ことで、滞船時間を20％削減することが可能

目標設定についてです。

目標は、滞船時間20％削減です。

設定根拠は、改善可能な玉突きと手配切り時間を50％削減することで

達成可能と試算しています。期限は2024年12月末までに、それぞれを

50％削減します。
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【目標設定】 グループレベル評価と活動計画

項目
ステップ

リーダー

サブ

リーダー
6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

テーマ選定 髙田 安藤

現状把握 髙田 原田

目標設定 髙田 大槻

要因解析 髙田 岩田

対策立案 髙田 甲斐

活動 髙田 小森

効果確認 髙田 南谷

標準化 髙田 細野

2023年 2024年
実施

計画

【活動計画】

【要因解析①-1】 月の出荷量

上旬の
約1.7倍の出荷量

【要因解析①-2】 ボトムヘビーによる影響

荷物まだかなぁ
出荷作業

先行作業

船A
船B

船C

船A 船B 船C

船A
船B

出荷遅延 手配切り

出荷棟の干渉により先行不足となり、荷役ができない

出荷作業

先行作業

【要因解析①-2】 ボトムヘビーによる影響

船A
船B

船C

船A 船B 船C

船A
船B

QCグループ評価についてです。

活動開始時の評価結果から、「リーダーシップ」「上司・スタッフ

との連携」「会合」を重点活動項目に設定しました。

活動計画では、定期的な会合とリーダーシップ力向上に取り組み、

全員参加で活動を推進しました。

要因解析①として、月の出荷量を調査しました。

調査の結果、出荷は下旬に集中していることが分かりました。

これは、全社の配船計画により名古屋の出荷が下旬に偏るボトムヘビー構造

となっていたためです。

続いて、ボトムヘビーによる影響について調査しました。

ボトムヘビーの状態では、複数の船の出荷が集中し、各船の出荷棟が干渉していま

した。このため、先行作業が計画どおり進まず、岸壁で製品の到着待ちが発生して

いました。

先行作業が不足すると、荷役に必要な製品を供給できなくなります。

これにより、出荷遅延や手配切りが発生し、荷役中断につながっていました。
続いて、外部要因による滞船について調査しました。

入港遅れは海上荒天や前港での荷役遅延によって発生していました。

また、降雨や強風などの悪天候時には荷役作業が中断され、順番待ちによる

滞船が発生していました。
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【要因解析③-1】 玉突き影響 【要因解析④-1】 1日の荷役量

約1.15倍の出荷量 約1.2倍の出荷量

【要因解析④-2】 ピーク月の荷役実態の調査

A船

B船

C船

【要因解析まとめ】

【対策立案】
【活動①-1】 対象船の選定

これらの要因で滞船が発生した結果、予定していた船同士が重なり、玉突きが発生し

ていました。

特に下旬は船やバースの余裕がなく、玉突きによる影響が大きくなっていました。

そこで、早出しできた要因を調査するため、1日あたりの荷役量を確認し

ました。 調査の結果、ピーク月では黒皮コイルで約1.15倍、冷メコイル

で約1.2倍の荷役が実施できていました。

このことから、荷役能力には余力があることが分かりました。

その結果、ピーク月では二口荷役を多く実施していることが分かりました。

二口荷役は、通常1隻に対してクレーン1基で行う荷役を、2基で同時に実施する方

法であり、荷役効率向上につながります。

これにより、荷役量が増加し、早出し条件の達成につながっていました。

要因解析の結果についてまとめます。

滞船要因として、ボトムヘビー構造による先行不足や、悪天候・入港

遅れなどの外部要因があることが分かりました。これらの要因により船

舶が集中し、玉突きにつながっていました。一方、荷役量が多かった月

では、二口荷役により荷役効率が向上し、早出しにつながっていました。

以上のことから、玉突きの抑制と荷役効率向上が滞船料削減のポイント

と考えました。

要因解析の結果をもとに、滞船時間短縮に向けた対策を立案しました。

玉突きの緩和と荷役中断の防止を目的に、コスト・実現性・効果の観

点で評価を行い、評価の高かった4項目を採用対策としました。

まず、二口荷役を実施する対象船の選定を行いました。

二口荷役を安全に実施するためには、クレーン同士の干渉を防ぐ

必要があり、2ハッチ船の場合は、クレーン同士の間隔を十分確保

できないため対象外とし、3ハッチ以上の船を対象としました。
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【活動①-2】 対象船の選定
【活動①-3】 二口荷役の計画

【活動①-4】 二口荷役の準備と実施
【活動②-1】 下旬の出荷棟状況

【活動②-2】 対策検討会議 【活動②-3】 材〆前未命令先行によるリスク

続いて、二口荷役を実施するための2つ目の条件について説明します。

二口荷役では手配員を2組使用しますが、1日の最大手配組数は3組となって

います。

そのため、二口荷役の対象日は3隻同時荷役がない日としました。

次に、二口荷役を実施するための計画について説明します。

これまでは、船舶動静や天候変化に応じて、その都度調整を行っていました。

そこで、物流計画・管制・荷役会社による合同朝会を実施し、

船の動静や天候に加え、追加の品種情報や命令量を共有し、最大限二口荷役

が実施できる積み付けプランを協議します。

その結果を基に、最終的な荷役手配を決定します。

しかし、計画を立案するだけでは二口荷役を実施することはできません。

二口荷役には、通常荷役の2倍の先行量が必要となります。

従来は出荷棟干渉により先行量を十分確保できていませんでした。

そこで、新たに活用可能となった製品置場へ製品を事前に分散配置し、出

荷棟干渉を回避できる体制としました。

これにより、二口荷役に必要な先行量を確保できるようになり、二口荷役

を計画的かつ最大限実施できる環境を整えました。

しかし、ボトムヘビー構造により、下旬は出荷そのものが集中するため、ど

の対策を講じても出荷棟干渉を解消することができませんでした。

以上のことから、下旬の船舶集中に対応するため、さらなる対策が必要であ

ると考えました。

下旬の出荷棟干渉を緩和するため、物流計画課と管制で対策会議を実施しま

した。

その中で未命令先行の拡大を検討し、開始条件について深掘り調査を行いま

した。

調査の結果、出荷材は需要家選定段階で決定しており、命令発行前から対象

材を特定できることが分かりました。そのため、需要家情報を早期に把握で

きれば、材〆前からでも未命令先行が可能であることが判明しました。

材〆前未命令先行を実施するにあたり、事前KYを行い、想定される

リスクを洗い出しました。 その結果、先行した製品に命令が付かな

い歯抜け命令が発生すると、倉庫卸し作業が必要となり、先行量減少

につながることが分かりました。

そこで、確実に命令が付く明細を選定するため、8つの条件を設定し

ました。

その条件で対象明細を絞り込むことで、安心して材〆前未命令先行

を実施できるようになりました。これにより、先行期間を1.5日から

最大1週間まで拡大することができました。
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【活動②-4】 下旬の出荷棟状況 【効果確認①】 荷役増加量

【効果確認②】 滞船時間
【効果確認③】 金額効果

【効果確認④】 グループレベル評価

【
明
る
く
働
き
甲
斐
の
あ
る
職
場
】

【グループ能力】

高い

Ｙ
軸

良
い

X軸

D

D-1

D-2

C

C-1 B A

C-2

キャスト

歯止め
＜目的＞
二口荷役・材〆前未命令先行・下旬干渉緩和を
恒常業務として定着させる。

項目 いつ どこで 誰が 何を なぜ どうする 手順書番号

会議 毎朝 物流室
物流室

伊勢湾海運
船動静・天候・バース・倉庫状況共有 滞船・玉突き防止 朝会を定例開催 W-Q7 1811

活動 船入港7日前～ 物流室
物流室

伊勢湾海運
二口荷役の可否判断 荷役能率向上

実施条件（3ハッチ・

非3船同時）で判断
W-Q7 1811

活動 月の中旬 熱冷製品倉庫 出荷課 材〆前未命令先行の実施 下旬干渉回避 8条件で対象明細を選定 W-Q7 6825

活動 随時 旧厚板倉庫 出荷課 干渉明細の先行移動 先行量確保 先行置場として常設運用 W-Q7 2820

振返り 荷役後 物流室 物流室 滞船・手配切り有無確認 再発防止 要因を次回計画へ反映 W-Q7 2830

その結果、下旬の出荷量が多い時期でも、出荷棟の分散と材〆前未命令先行

の実施により、スムーズに先行作業を行えるようになりました。

これにより、先行不足による出荷遅延や手配切りを発生させることなく、荷

役を完了できるようになりました。その結果、下旬の出荷量が多い時期でも、

出荷棟の分散と材〆前未命令先行の実施により、スムーズに先行作業を行え

るようになりました。

これにより、先行不足による出荷遅延や手配切りを発生させることなく、荷

役を完了できるようになりました。

続いて、荷役増加量の効果を確認しました。

黒皮コイルは約600t、冷メコイルは約500t荷役量が向上しました。

その結果、活動前の荷役量を、平均して出荷できるようになりました。

続いて、滞船時間の効果を確認しました。

玉突き時間は59％削減、手配切り時間は100％削減となり、目標を達成しま

した。

その結果、早出し時間は約1,000時間増加するとともに、滞船時間は約1,500

時間削減し、25％削減を達成しました。

目標である滞船時間20％削減を上回る成果を得ることができ、目標を達成す

ることができました。

金額効果について説明します。

まず、滞船時間削減および早出し時間増加により、年間約1億4,000万円のコ

スト削減効果を得ることができました。

また、荷役量増加による潜在効果は、黒皮コイルで約1億1,000万円、冷メコ

イルで約1億9,000万円となりました。

以上より、年間約4億4,000万円のコスト削減および利益貢献を実現しました。

活動後のグループレベル評価では、重点活動項目として取り組んだリーダー

シップ、上司・スタッフとの連携、会合の評価が向上しました。

その結果、グループレベル評価は目標であるAゾーンに到達することができ

ました。

歯止めについて説明します。

5W1Hでそれぞれの内容を明確化し、作業手順書を作成しました。

まとめと今後の課題です。

今回の活動により、滞船時間を大幅に短縮することができましたが、滞船時

間を完全になくすには、まだまだ多くの課題が残っています。 今後も他部署

と連携し、更なる滞船時間・滞船料金の削減に取り組んでいきます。 また、

輸出出荷増加など、変化する環境にも柔軟に対応し、継続して改善活動に取

り組んでいきます。


